































諸 課題に応えるため,こ の時期におけ るソ連では,会 計報告書 とバランスに関す る規程,棚 卸規
程,勘 定計画が検討 された し,材 料会計,労 働 と賃金会計,原 価計算,固 定資産会計が改善 され
た。 また,建 設業,商 業,農 業 の各部門におけ る会計 も改良されていった。 さらに,こ の時期に
は,節 約 と倹約,原 価引下げにたいす る新 しい形態の社会主義競争が展開されたのである。 この
ような当時 のソビエ ト会計 の諸問題を,以 下においてみ てい くことにしよ う。
1会 計報告書とバランスの新規程
まず,第5次5力 年計 画 の達 成 に 必 要 な条 件 の整 備 として,1951年9月12日,ソ 連邦 閣僚 会 議
は 新 しい 「国営,協 同組 合(コ ルホー ズを除 く),公共 の企業 お よび組織 の会 計 報告 書 とバ ラ ソ ス
に 関す る規 程」《nonoxteHneo6yxranTepcKnxoTgeTaxH6anaHcaxrocynapcTBeHHHx,Roonepa・
ロ プロロ　め
TuBHHx(KPoMeKenxo30B)Ho6皿ecTBeHHHxttpenfipHATHrtllopraHH3aq随》 を承 認 した。 この規
程 は,1936年7月29日,ソ 連邦 人 民 委 員会 議 が認 め た 「国営 と協 同組合 の経 済機 関 と企業 の会計
報 告書 とバ ラソ スに 関す る規程 」 に と って 代 るもの とな った 。 旧規程 は,多 種類 の バ ラン スの 作

































































































































格によるその価額 との差額」という新しい勘定を採用し,資材を卸売価格で把 握す る時に は,














1952年4月,ソ 連 邦 財 務 省 は 新 し い 「国 営,協 同 組 合(コ ル ホ ー ズ を 除 く),公 共 の 企 業 お よ び





旧規程 では,棚 卸をすぺての資産について年度内に等し くかつ組織的にお こな うことができな く
なったため である。
新規程に よって,資 産 と決済のすぺての種類についての棚卸の具体的な実施期間が規定 された。
その主要な課題は社会主義財産の保全 と会計デー タの信退性を保障す ることであった。 このため,
企業 と組織 はつ ぎのよ うな棚卸を実行することにな った。例えば,① 固定資産 については11月1
日までに年1回 以上,② 投資活動については12月1日までに年1回 以上,③ 仕掛品 と自己生産の
半製品については10月1日以前 と上級機関の定めた期間内に,④ 若年家畜 と肥育中の家畜につい
ては四半期に1回 以上,⑤ 完成製品 と倉庫にあ る商品については年2回 以上,⑥ 小額迅速消耗物
品については年2回 以上,⑦ 小売商業 の商 品 と包装材料については2ヵ 月に1回 以上,そ れぞれ
棚卸を実施す ることにした。
また規程は,① 棚卸開始前における準備活動,② これ までに会計で把握されず,棚 卸に よって
初めて確 認され た資産の記帳方法,③ 棚卸時期に企業外にある固定資産の棚卸方法な どを規定 し
た。
さらに規程は,棚 卸を通 じてすべての商品 ・資材,貨 幣資産,決 済を綿密に点検す るだけでな
(4,p`190)
く,そ の証書 と照合一覧表の作成を規定した。
ところが,会 計報告書 と・ミランスに関す る新規程の認可 とそれに伴 う会計上 の 変 更 が1955年
よ り実施 され ることにな ったため,ソ 連邦財務省 は,1955年11月21日付の書簡(No.890)で,再
び より精緻な 「国営,協 同組合(コ ルホーズを除 く),公共の企業お よび 経済組織におけ る固定資
産,商 品 ・資材,貨 幣資産,決 済の棚卸に関す る基本規程」を導入 した。 この規程では,照 合一
覧表 の作成をい っそ う合理化 した。例えば,棚 卸の結果 と帳簿上の会計 デー タとが 一 致 し な い
資産 のみ,照 合一覧表を作成す ることに し,先 の規程で定めた棚卸結果 と会計 デー タとの一致 ま
ω
たは不一致に関係なく,すべての資産についての照合一覧表の作成を修正した。その外に,材料








の 棚卸に際しては材料残高帳簿を活用す ることを認 めた。 このため,こ の帳簿に棚卸のデータを
(4,PP.190-191)
、記帳す る特別欄を設け ることに なった。
こうして,1955年の棚卸規程は,年 度報告書の作成期における会計の業務量を削減 させ るため
・の重要なテ コとなったのであ る。
3模 範勘定計画の制定
企業 と組織の活動を反映 し,会 計システムの組成の基礎の1つ であ る会計勘定の体系的かつ組
織 的な目録であ る勘定計画(コ ンテンラーメン)は,ソ 連では.1925年11月11日に承認された最初 の
模 範勘定計画に続いて,そ の後,1940年10月9日に ソ連邦財務人民委員部に よって,ま た1949年
10月10日に ソ連邦財務省に よってそれぞれ認可された模範勘定計画 とが あ り,当 時,こ れ らの勘
"定計画が採用 されていた
。 しか しこれ らの勘定計画は,き わめて合理性に欠け不便な ものであ っ
ただけでな く,あ ま りに も詳細に勘定を配置 していた。例えば,1940年の全工業 のたあの模範勘
定計画には,ま ず26の区分を設けその中に126の総合勘定を配置 し,つ ぎに総合勘定のための77
の 補助勘定と9の バランス外勘定 とが配置 されていた。商業,建設業,ソ フホーズのための勘定計
・画 も同様に策定 されていた。さらに,1940年の勘定計画を模範的な勘定計画として統一的に利用
していたが,そ の外に,1949年に ソ連邦財務省が合理的な帳簿組織の1つ として集計表式仕訳指
・図書形態雛 薦したことにより,この帳簿繊 に対応した簡略的醐 定調 も麹 ㍊ そず竃
こ うした既 存 の模 範勘 定 計画 の非 合 理 性 と2つ の勘 定計 画 とい う並 行主 義 とを 取 除 くため に,
1954年11月4日,ソ 連邦 財 務省 は ソ連 邦 中央 統 計 局 と協 力 し て,「 連 邦 お よび共 和 国所 属 国営 工
業 企業 の基本 活動 の会 計 の模 範勘 定 計画 」《THnoB磁rrnaHcqeToB6yxraaTepcKoroygeTaocHoB・
「HoHAefiTenbHocTllrocynapcTBeHHHxllpoMNmlleHHHxllpeAnpMgTlltico頁)3Ho
roHpecny6LzrvaKaHc・
ロ　　ロユ　ラ:'KoronOAqllHeHvaA》を承認 した。 この模範勘定計画 とその適用について解説 した訓令 とは,1955
年1月1日 か ら採用 され ることにな った。1954年の模範勘定計画は,以 前 のそれ と比較 して総合
勘定の数をいちじるし く削減 した。 それは総合勘定 の1部 を補助(分析)勘 定へ まわ した り,不
・必要な総合勘定を削除 しておこなわれた。 このため,1954年の模範勘定計画は,第1段 階に73の
総合勘定,第2段 階に139の補助勘定,第3段 階に32の勘定,そ して11のバ ランス外勘定を配置
したもの とな った。
補助勘定を139も配置 し,さ らにそれを32の勘定に分割せ ざるをえなか ったのは,当 時の官庁
内財務統制のあ り方 と利潤分配制度の複雑 さのためであった。 このため 例 え ぽ,「その他の引上
資産」 とい う総合勘定には12の補 助勘定 と6の 第3段 階の勘定 を設定 した り,ま た 「ゴス・ミン ク
の 短期貸付」 とい う総合勘定には17の補助勘定が配置 された。補助勘定の数が増加 した もう1つ
の理 由は,1940年の勘定計画には若干の勘定(例 えば 「特別基金」勘定など)が補助勘定 を も って
～・なか った ことにあった。




する 「生産物生産高」勘定など)と その他の勘定を活用す ることを認めた。
1954年の勘定計画の制定に際 しては,勘 定をその経済的使途別に分類す ると共に,そ の うちの
若干の勘定については,そ の経済的内容に照応した新 しい名称をつけた。 そして,こ の模範勘定
計画は全体 として ソビエ ト会計のいっそ うの改善 と簡略化のための基礎 とな り,そ れは1969年ま
(4,P・192)
































に記録され てい る材料を固定価格(計画原価または供給老の卸売価格)で評価する,② 評価は2人














ち,能 率会計法は別 の名 として残高法 とも呼ばれ ることにな ったのであ る。
こうした材料会計は,1956年3月22日付で ソ連邦財務省か ら公表された 「企業,建 設におけ る
材料会計に関す る基本規程」《OcHoBHNenoaoxeHvastlloyueTyMaTepuanoBHanPeAnPnsTxAxll
(4,P.195)(5}lc叩otiKax》で最終的に確認 され,今 日まで存続して採用 されている。規程の制定に よって,'1945
年10月30日付 の材料会計についての訓令(No.63g)と1951年4月14日付の特別書簡(No.670)は
そ の効力を失 った。




















《6)例えば,ポ ーラン ド,ハンガ リー ,ブルガリアにおいては,ソ連の材料会計の残高法を参考にして材
(5,P.49)料
計算の煩雑な業務量を削減させた。
38『 明 大 商 学 論 叢 』 第70巻 第2号(1987年12月)(178)
(15,p.286)
統制 し,監 督す ることを,前 提 としている」 とレーニンが指摘 してい るように,労 働 と賃金の計・
算は,社 会主義会 計の重要 な課題の1つ とな っていた。社会主義のもとでは,会 計は労働老,勤
務員の労働,賃 金を正確に算定し,こ の問題にたいして不断に注意を払わねばな らない。 しかる,
に ソ連においては,労 働 と賃金の計算は若干の欠陥をもっていただけでな く,統 一性を欠 き,こ
の問題は バラバラに解 決されていた。労働 ノルマについては多 くの規則があ ったが,そ の計算 も、
煩雑で労 力を要 した。工場では,労 働 ノルマ と出来 高払い賃金に関する基準を採用 していた。
そこで,労 働 と賃金 の計算 の先進的経験を綿密に検討 した結果,ソ 連邦財務省 とソ連邦中央統.
計局は,1951年9月11日,「工業における労働 と賃金に関す る基本規程」《bcHoBHHeno加鵬H肌
(4,P◆196)
皿oy.geTyTpyAaH3apa60THotifinaTHBnpoMHIIIneHHocTH》を承認 した。 この規程は,第1部 .
出勤退出の記録計算,第2部 生産物生産高と賃金の計算,第3部 賃金の決済,第4部 賃金 フォン
ド利用にたいす る管理 とい う4部 からな っていた。
第1部 で規定 された 出勤退 出の記録計算は,労 働者 と勤務員の定刻 出社,定 刻退社,遅 刻,欠A
勤,各 人の実際勤務時蘭,労 働規律違反 とそれ と関係した労働時間損失を正確に把握することで
あった。 この記録計算は カー ドによっておこなわれ,そ のデー タを労働時間の管理のために利用
(4,P.196)
する要員部課の協力を得て会計責任者の もとで統轄 された。
第2部 で規定 され た労働 と賃金の計算 のために,原 始的証愚書類 と会計書類 の若干の ヒナ形を
導入 した。 と くに規程は,生 産 の 特 徴(個 別生産,シ リーズ(組別)生産,大量生産)や 労働組織,
技 術過程 の特徴に応 じた生産物生産高の計算のために,各 種 の原始的証愚書類を作成し,そ の採
用を勧めた。生産高の申告書 と報告書,作 業 指示書,行 程 リス ト,作業受理書,運 送 リス トなど
が この種の証葱 書類であった。 これ らの書類 で,生 産物の生産 高にたいす る管理を経理部課 と計
画化 ・労働 ・賃金 の部課を中心にしてお こな うことにした。
この場合,シ リー ズ(組別)生 産の もとではつぎのような方法 で労働者の生産高の計算をお こ
な うことに した。①生算高の計算は行程 リス ト(様式N・.T・-3),生産 高申告書(様 式No.T-4)で"
おこな う。②行程 リス トは生産へ の部品供給 グラフ,技 術 カー ド,ノル マ ・アルバ ム,出 来高払、
い賃金基準に よって,職 場の作業指令計画 ビュー ローで作成す る。③行程 リス トは作業現場に ま
わ され,生 産 の技術過程にそ って流れ るよ うに し,生 産の継続性を乱す ことを事前に阻止す る。
④行程 リス トは労働者の賃金算定の基礎 となる生産高 申告書 と結合していな くてはならない。⑤
生産高 申告書は労働者の各 グループ別に作成 され,技 術統制部課で管理のために利用する。 こう
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を合計す る特別の累計一覧表でお こな う。③労働者 グループが 同じ部品で同一出来高賃金基準で
1日中作業 をす る場合には,生 産高 申告書(様式No.T・-6)を採用す る。
さらに,個 別生産,小 シ リーズ(小組別)生 産の も とで は,作 業指示書(様 式N・.T-7とN・,
T-7a)を原則 として採用す ることに した。作業指示書には,個 々の労働者 または班で遂行 される
すべての生産課題が示 された。
作業受理書(様 式No.T-8)は,作業活動があ る時点で完了 した り,ま たは一定の期聞にたい
して賃金の支払をす るような生産において採用 した。運送 リス ト(様式N・.T-9)の採用は,企
業 と組織が貨物 自動車な どを利用 している場合に義務づけられ た。
その外に,作 業 を一定の基準以上おこな った場合,労 働者に支給され る賃金の未払額は,企 業
長 または技師長の許可を得て,特 別 リス ト(様式No.T-10)を作成してその未払額を労働者に支





















1953年12月25日,ソ連邦財務省 とソ連邦中央統計局は,工 業 の全部門に とって統一 して採用 さ
れ る 「生産物原価の計画化,計 算お よび算定に関す る基本規程」《OCHOBHHeIlonomeHHgllOllAa・
(4,P.199)
HllpoBaHHro,ygeTyMKanhKyll"poBaHllroce6ecTollMocTllllpoAyKqnz》を承認した。 この規程は生
産費計算の より改善 された方法を 規 定 し,ま た生産物(製 品)の 実際原価にたいす る月次報告原
価計算の実施を決定 し,そ し て,完 成生産物(製 品)の実際原価にたいす る四半期 と年度の報告
原価計算は月次報告原価計算の平均値にもとついておこな うことを推薦 した。 さらに,全 体 とし
ての製品にたい してのみな らず,部 品,組 部品にたいして もノルマ原価計算を採用す ることを決
40『 明大商学論叢』第70巻第2号(1987年12月)(180)
定した。
改善 された生産費計算方法では,完 成生産物の実際原価は,原 価計算 の個 々の項 目別に計算 さ
れた生産費または生産物の種類,グ ループ別に計算された生産費にもとついて毎月算定 され るこ
とにな った。注文生産においては,製 品 または作業 の単位 当 りの実際原価は,注 文生産の全体が
完 了した時点で,職 場別 と原価計算項 目別に集計された生産費を製造した生産物の量で除す るこ
とで算定 した。 この場合,注 文生産費を正確に把握す るために,生 産費にたいする詳細な統制を
実施し,か つ事前に設定した計画原価 または見積原価,採 用を予定した生産技術基準に照合 した
原始的証愚書類を作成す ることとなった。
1953年の規程は費用項Bの 模範名称を決定 した。それは13の原価計算費用項 目,11の設備稼動
維持費項 目,20の職場費項 目,35の全工場費項 目,10の新型製晶生産習熟費項 目,21の管理運営
費 とその他の費 昌項 目からな っていた。不合格品 となった部品 と半製品の原価算定 も規定した。
だが,費 用項 目をあ まりに も詳細に設定 したため,会 計業務量はいちじるし く増加 した。そ こ
で ソ連邦 ゴス プラン,ソ 連邦財務省,ソ 連邦中央統計局は,再 び基本規程を簡略化す ることに し
た。 これ と関係して,1954年6月,ソ連邦財務省主催に よる科学者 と会計担 当者 との協議会を,
モスクワやその他の都市 で広範に開催した。協議会 では,材 料の残高計算法の採用など生産費計
算の多 くの改善カミ提案 された。また,協 議会が開催 され る少 し前の1954年1月には,ソ 連邦財務
・省が 「生産費計算 と生産物原価算定の ノル マ方法に関す る基本規程」 《OCHOBHHellonOlkeHMSne
HopMaTllBHoMYMeTo瓦yygeTa3aTpaTHallpoH3BoAcTBoHKaJlhKynHpoBaHuAce6ecTouMocTH
(4,P.201)
nponykqHU》を承認 し,規 程は ノルマ会計の主要な原則を規定したので,協 議会では ノルマ原価
計算の広範な採用 も論議 された。 ノルマ原価計算の導入に よって,生 産工程別の費用 を統制し,





































製 品グルー プ別,各 費用項 目別 にお こな うごとを推薦 した。







の種類の計算法があることが知られている。前者の計算法は技術 ・加工の各段階 ごとに生 産物
の原価を算定し,最終段階の生産物の原価が完成生産物の原価 となる よ うな,いわゆる累積法
(振替法)に相当するものである。後者の計算法は最終段階の完成生産物の原価のみを算定し,前
段階の半製品の原価を計算せず,各段階の費用を別個に集計してその生産費を完成生産物の原価









とす るような,い わゆ る非累積法に相当す るものである。1955年の規程では,半 製品計算を伴 う
計算法は所轄の省の許可を得て,個 々の大企業あ るいは個々の部門で採用す ることを認めた。そ
の際,半 製品の引渡し時のその原価は,原 則 として,実 際原価 または計画原価で算定す るとした。
なお当時,半 製品計算を伴 う計算の採用か または半製品計算 なしの計算の採用かをめ ぐって論 議
(4,P.204)(9}
が発生したが,見解は多岐に分れ,論議は決着をみなかった。





























































































































必要 とす るものと,改 良を不要 とす る最終的なもの とがある。






















































め に,ソ 連邦 閣 僚会 議 は1955年につ ぎの よ うな一 連 の決 定を 公布 した 。 「建 設 の構 造,部 品 お よ
び 材 料 の生 産発 展を 保 障す る施 策 につ い て」 《OMeponpvasTuffxnoo6e¢lleqeHHropa3BllTMA皿po'
ll3BoAcTBacTpoMTellbHHxkoHcTpyKq疏,AeTaneilHMaTepManoB》,「建 設業 に お け る計 画化 の 改
良,独 立採 算 制 と財 務 規律 の 強 化 お よび見 積 問題 の改 善 につ い て」 《06yllOPfiAogeHzalifinaHvapo・
BaHll9,yKpefifieHlitixo3∬ticTBeHHoropaclleTa,¢vaHaHcoBotiAvaeqnnnllHHuynygmeHllvacMeTHorO
AenaBcTpomenbcTBe》,「企 画 設計 組織 の業 務改 善 に 関す る処 置 につ い て」 《OMepaxlloyayg-
IIIeHvaropa60THnpoeKTHHxopraHH3au随》,「建 設正 幹 部 の資格 向上 と創 出に 関す る処置 に つい
て」 《OMepaxitonoBNmeHuroKBaantpliKaqHMHco3AaHllroliocTofiHHNxKaAPoBcTpollTenefi》,
「計 画立 案 と建設 に おけ る無駄 の排 除に つ い て」 《06ycTpaHeHvaliu3nnmecTBBnpoeKTHpoBaHllll
uCTpovaTeAhCTBe》が これ らの決 定 で あ る。
また,1945年12月に認 可 され た これ まで の投 資 とそ の原 価 計算 に 関す る規 程 を 修正 す る必要 が
生 じた。 そ こで この 問題 を解 決 す るため に,1954年5月,ソ 連 邦 共 産党 中央 委 員 会 と ソ連 邦閣 僚
会 議 の指 導 の も とで,基 本建 設 分 野 にお け る科学 者 と建 設 の 会計 責 任者 の協 議 会 が開 催 された 。
協議 会 で は,建 設 業 に おけ る会 計業 務 は きわ め て煩 雑 で提 起 され る新 しい 要請 に 応 え られ ない こ
と,そ して原 始 的証愚 書 類 の作 成 に も多 くの時 間 と労 力を 必要 としてい る こ と,さ らに 建 設組 織






















































本建設をおこなう経済的方法のもとでは,自家建設活動は 「損益」勘定 と関係する。 このため,
自家建設活動は事前に計画し,その費用は固定フォン ドの価額に算※字9ピ τ。
9商 業会計の改善




























も,計醐,加 簸 などを配備ε漂 黎 。
(189) ソビエ ト会計発達史 49
10農 業会計の改編
大戦直後か ら1950年までに,コ ルホーズの農民,ソ フホーズ,機 械 トラクター ス テ ー シ ョン
(MTC)の労働者は,党 と政府に よって示 された農業 の復興 と発展計画を達成す るた め に 奮闘し
た。そ して この時期には,コ ルホーズ生産とソフホーズ生産を正確に反映する会計 と報告書が重
視され,と りわけ畑作生産物 と畜産の原価の分析が大 きな意義を もつ ようになった。
しかし当時,農 業生産の向上を阻害す る1つ の要因 として,零 細 コルホーズの存在があった。
そ こで1950年から51年にかけて トラクター,コ ソパ イン,そ の他の農業用機械を広範に利用し,
基本建設をおしすす め,農 業 の電化を強めて,農 業生産をい っそ う発展 させるためのより良い条
(9,P.274)
件を創出す るために,零 細 コルホーズの統合運動が展開された。
大規模な コル ホーズの出現は,農 業会計の改編を必要 とした。 コルホーズの経 営規模の拡大は
コルホーズの資産額を大き くし,こ のためその正確 な計算の実施,コ ルホーズの生産計画,財 務
計画の方法の改善,正 確な労働 日の算定の実行が必要 とな り,同 時に,コ ルホーズにおけ る会計
業務の機械化 とい う課題 も提起 されて きた。
当時,ご く少数のコルホーズには簡略簿記と単式 簿記の採用を許 していたが,大 多数の コルホ
ーズにおいては,コ ルホーズの統合化 と共に,経 営管理をいっそ う促進させ るために会計は複式
簿記 で実施 してい くことになった。複式簿記 の採用は充分に教育された幹部を必要 とした。そこ
くも 　り　ハの
で会計専門家は農業省の教課で再教育を うけ,ま た ソ連邦農業 省は簿記 の通信教育を開始 した。
会計要員の養成は ソフホーズに とって も必要であ?た 。1951年には,ソ フホー ズの会計責任者
と監査人のための教程が公表された。 さらに,ソ 連邦農業 ・ソフホーズ省 は,K.A.チ ミリャー
ゼフ名称モス クワ農業 アカデ ミー,農 業大学,簿 記会計講習所 で会計要員のための通信教育 と普
通教育をお こな うことを決定 した。そ して,高 等,中 等の教育を うけた会計要員の養成は,つ ぎ
の ようにお こなわれ ていった。 コルホーズのためには,多 くの大学,中 等職業学校,と りわけモ
ス クワの統計単科大学 の通信教育でおこなわれ,ま た,ソ フホーズのためには全 ソ連邦財政単科
大学の通信教育で,農 村協同組合のためには ソビエ ト商業単科大学 と協同組合単科大学の通信教





















業部門の発展 と比較 して農業部門におけ る発展は立 ち遅れ てお り,多 くの コルホーズでは収穫は
低下 し,畜 産の発展 もみられない と指摘 した。それ と共に,社 会主義経営 の基本原則 の1つ であ
る,生 産の発展 と所得の増加にたいする コルホー ズ員の物質的関心の原則 を軽視 してい ることを
明 らかに した。
党 と政府は この欠点を取除 くための処置を示 した。そ の1つ として,義 務納入 として国家へ引
渡す多 くの農業生産物 の調達価格を引上げた。 これ と関連 して,コ ルホーズの会計機 関に新 しい
課題が与えられた。それ は国家 の調達価格が引上げられた ことに よって得た財務上 の利益を,コ
ルホーズ とコルホーズ員に公表す るために,新 価格で引渡 した生産物の決済を適時に示す ことで
あ った。 また,発 展 させねばな らない畜産においては,そ の費用 の中で飼料費は大 きな比重を占









































ソフホーズの年度報告書 も改善の対象となった。 これ まで年度報告書の主要指標数は5,978,特
別指標数は3,374それぞれあ った。再検討の結果,主 要指標数は3,779とな り,綿 栽培,野 菜栽培.
養鶏 毛皮獣飼育などの活動を示す特別指標数は1,607に減少した。 さらに,ソ フホーズの定期
会計報告書 も改善 された。 これ まで定期会計報告書の指標数は7,479あったが,改 善の結果,指
標数は1,922とな った。月次バ ランスの様式 も新し くな り,そ れは以前の471の指標数に代って僅
(4,P.219)
か40の指標数を示す ものになった。
1955年1月1日から,2桁 の整理番号をもち改善された勘定計画が ソフホ 一ーズに導入 された。
・この ことは この時期 におけ る農業会計の重要な成果の1つ であった。 この勘定計画は,集 計表式
'仕訳指図書形態を ソフホーズで採用す ることを前提 として導入された。だが実際には,し ばら く
の 問,ソ フホーズは 日記元帳式形態の採用 のもとで,複 式簿記に よる記帳で会計 を お こ な って
(4,P.219)『い った。
1955年5月4日 付 の ソ連 邦 閣僚 会 議決定 「加盟 共和 国経 済 の 国家 の計 画化 と融 資 の方 法 の変 更
・に つ い て」 《06H3MeHeHHHnopgAKarocyAapcTBeHlforollnaHHpoBaHMfiHΦHHaHcHpoBaHH窟
(4,p.219)
xo3崩cTBacolo3服xpeclly6nHK》も,ま た この時期に重要な意義があ った。 この決定は国営企業
とりわ け ソフホーズの建物,構 築物を,、その評価価額でもって有償で コルホーズに譲 ることを認
・めた。 このことは コルホーズ経営の物質的,技 術的基盤を強め ると同時 に,コ ルホーズ会計がい
っそ う重要 なもの とな った。






が必要 とな った。つ ま り,コ ルホーズの財政状態を正確に分析できる経営分析の統一的方法を設
定す る時機がきたのであ る。
当時,ソ 連邦農業省 とソ連邦 中央統計局は,会 計帳簿組織の各種の形態を作成した。 この こと
に よって会計報告書の様式は簡略にな り,そ の数は削減し,計 算指標はい っそ う明瞭になった。
同時に,会 計担 当者の業務はいち じるし く減 少した。 このため,班 長,農 場主任は記帳業務から・
解放 され,ま た会計担 当老の一部 も物 的生産分野へ移 った。そして このことにたいして,ソ 連邦
ロ ォ　ロ　　の
農業省 と計算の機械化 の 「ソユーズマシ ウチ ョー ト」は大きな援助をおこなったのであ る。
11社 会主義競争と会計






まず1951年には,「みずな ぎど り(嵐の予告者の意)」製靴工場の労働者 マ リヤ ・レーフチ ェンコ
とグ リゴー リー ・ムハー ノブ(モスクワのレーニン勲章受賞者)は,材 料費,そ の 他 の 費用 を節約
してすぺての生産取引におけ る生産物原価を引下げるとい う社会主義競争を開始 した。生産現場
でのこの競争は会計担当者,計 画担当者,工 場 の活動家に よって も支持され,人 び とは競争を支
援 してい くことになった。支援 は会計責任者のイニシアテ ィブの もとで,生 産取引の原価 指標を
競 って生産 の労働現場 まですみやかに伝達す ることか ら始まった。ついで会計担当者,計 画担当
者は生産取引の計画原価を設定 し,そ の指標を労働現場 に伝え,職 場の会計担 当者の要員を増 加
させ ることな く会計業 務を貫徹 した。 こうした会計業務での競争 の結果,各 班におけ る個 々の労
働者別の材料費の節約または超過支出のこれ までの計算方法は煩雑であ ることが判明 し,こ のた
めその計算方法を改良す ることに した。改良された計算はつぎのようにな った。 まず,職 場の会
計担 当者 は,各 労働者 の社会主義競争に よる原価 引下げの成果 の明細書を毎月作成 し,つ ぎに,
社会主義競 争に参加してい る各職区にたいして個人勘定 を開設す る。 さらに,こ の個人勘定を翌
月の5日 間の うちに各労働者に提示 し,8～10日の うちに指標を明瞭に示した プラカー ドを掲示
す ることにな った。 「みずな ぎ ど り」工場における社会主義競争の結果は,1952年1月1日付の









立 に協力し,他 方,工 場側ではそれに よって節約方式を強化 し,原 価の引下げに成功した。 また,
・レニング ラー ド財務経済単科大学の会計 と経済分析の研究者集団は,レ ニングラー ドの 「ボ リシ
ェヴ ィキ」工場 と密接な協 力関係 をつ くった。 大学の研究班は,節 約 と原価引下げの社会主義競
争に参加 してい る労働老 のために個人勘定の新 しい形 態 と指標を作成して,工 場の管理部 と経理
部を支援 した。その外に,同 研究班は レニン グ ラー ドの器具製作工場,金 属加工工場,B・H・
レーニン名称ネフスキー工場な どに も同様 な援助をおこなった。 さらに,キ エフ財政経済単科大
学 の研究者集団は,「 トランス ・シグナル」工場,「ス ミル ノー フ ・ラース トチキン」名称裁縫工
場,第4製 靴工場な どを援助 した。大学の会計学講座担当者は,統 計 と数学の講座担当者 と協力
して,「 トランス ・シ グナル」工場のために生産費の計算システ ムを 設 定 し,職 場 内の生産物原
価の正確な算定,職 場独立採算制の強化に協力した。会計分野での研究者集団の企業にたいす る
こうした協力は,サ ラ トフ経済単科大学,モ ス クワ,レ エングラー ド,ハ リコフの技術経済単科
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